
費特別研究事業「脳死判定手順に関する研究班」平成11年度  

報告書）′に準拠’して行うこと。   

費特別研究事業「脳死判定手順に関する研究班」平成11年度  

報告書）に準拠して行うこと。   

ただし、月卿こ  

阜吐る前庭反射の確認については年齢に関わらず、平坦脳波の  

確輝ストの基本条件等につ  

いては6歳未満の者の場合において、 「小児の脳死判定及び臓  

器提供等に関する調査研究」．（平成21年度報告書）の該当部  

分即   

なお、以下の項目については特に留意すること。  

（1）瞳孔の固定   

（略）  

（2）無呼吸テスト   

（略）  

（3）補助検査   

補助検査については、家族等に対して脳死判定結果について  

より理解を得るための 

や非侵襲性などの観点から、聴性脳幹誘発反応が有用であり、  

施行規則第2条第5項に規定されているように、できるだけ実  

施するよう努めること。   

（4）判定医   

脳死判定は、脳神経外科医、神経内科医、・救急医、麻酔，蘇  

なお、以下の項目については、特に留意す．ること。  

（1）瞳孔の固定   

（略）  

（2）無呼吸テスト   

（略）  

（3）補助検査   

補助検査については、家族等に対して脳死判定結果について  

より理解を得るためのものとして意義が認められるが、簡便性  

や非侵襲性などの観点から、聴性脳幹誘発反応慨こ  

おける聴性脳幹誘発電位検査法） 

条第5項に規定されているように、できるだけ実施するよう努  

めること。  

（4）判定医   

脳死判定は、脳神経外科医、神経内科医、救急医又は麻酔・  

生科∵集［円台療医又は小児科医であって、それぞれの学会専門  

医又は学会認定医の資格を持ち、かつ脳死判定に関して豊富な  

経験を有し、しかも臓器移植にかかわらない医師が2名以上で  

行うこと。   

臓器提供施設においては、脳死判定を行う者に？いて、あら  

かじめ倫理委貞会等の委員会において選定を行うとともに、選  

蘇生科・集中治療医であって、それぞれの学会専門医又は学会  

認定医の資格を持ち、かつ脳死判定に関して豊富な経験を有  

し、しかも臓器移植にかかわらない医師が2名以上で行うこ  

と。   

臓器提供施設においては、脳死判定を行う者について、あら  

かじめ倫理委員会等の委員会において選定を行うとともに、選  
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定された者の氏名、診療科目、専門医等の資格、経験年数等に  

ついて、その情報の開示を求められた場合には、提示できるよ   

うにするもりとすること。  

（5）観察時間   

第2回目の検査は、第1回目の検査終了時から6時間以上を   

経過した時点において行うこと。   

（6）その他   

（略）  

買 脳死の判定以後に本人の書面による意思が確認された場合   

の取扱い   

第7の1の脳死判定基準と同じ基準により一般の脳死判定   

定された者の氏名、診療科目、専門医等の資格、経験年数等に  

っいて、その情報の開示を求められた場合には、提示できるよ  

うにするものとすること。  

（5）観察時間   

第2回目の検査は、第1回目の検査終了時から6時間」旦塵  
ては、24時間）以上を経過した時点において  未満の者にあっ  

行うこと。   

（6）その他  

（略）   

2 脳死の判定以後に本人の書面による意思が確認された場合  

の取扱い  

1の脳死判定基準と同じ基準により一般の脳死判定がされ   

た後に、杢△や家族の臓器提供及び脳死判定に関する意思が確   

認された場合については、その時点で初めて法に規定する脳死   

判定を行う要件が備わると考えられることから、改めて、法に   

規定する脳死判定を行うこと。   
3 診療録への記載   

（略 

第9 死亡時刻に関する事項   

（略）   

第10 臓器摘出に至らなかった場合の脳死判定の取扱いに関す  

る事項   

（略）   

第1ノ1 移植施設に関する事項   

（略）  

がされた後に、本人の葦面による意思や家族の承諾が確認され  

た場合については、その時点で初めて法に規定する脳死判定を   

行う要件が備わると考えられることから、改めて、法に規定す  

る脳死判定を行うこと。   

3 診療録への記載  

（略）   

第9 死亡時刻に関する事項   

（略）   

第10 臓器摘出に至らなかった場合の脳死判定の取扱いに関す  

る事項   

（略）   

第11 移植施設に関する事項   

（略）  

10   



第12 死体からの臓器移植の取扱いに関するその他の事項  

1公平－・公正な臓器移植ゐ実施  

移植医療に対する国民の信頼の確保のため、移植機会の公平   

性の確保と、最も効果的な移植の実施という両面からの要請に   

応えた臓器の配分が行われることが必要であることから、臓器   

のあっせんを一元的に行う臓器移殖ネットワークを介さない臓   

器の移植は行ってはならないことa また、海外から提供された   

臓暑引こついても、臓器移植ネットワークを介さない臓器の移植  

第12 死体からの臓器移植の取扱いに関するその他の事項  

1公平。公正な臓器移植の実施  

移植医療に対する国民の信頼の確保のため1移植機会の公平   

性の確保と、最も効果的な移植の実施という両面からの要請に   

応えた臓器の配分が行われることが必要であることから、臓器   

のあっせんを一元的に行う臓器移植ネットワークを介さない臓   

器の移植は行ってはならないこと。また、海外から提供された   

臓器についても、臓器移植ネットワークを介さない臓器の移植   

は行ってはならないこと。  

なお、角膜については、従来どおり、眼球あっせん機関を通  

は行ってはならないこと。   

なお、角膜については、従来どおり、アイバンクを通  じて角  

じて角膜移植を行うものとすること。  

2～4 （略）  

5 検視等   

犯罪捜査に関する活動に支障を生ずることなく臓器の移植   

の円滑な実施を図るという観点から、医師は、法第6条第2項   
に係る判定を行おうとする場合であって、当該判定の対象者が  

確実に診断された内因性疾患により脳死状態にあることが明   

らかである者以外の者であるときは、速やかに、当該者に対し  

法に基づく脳死判定を行う旨を所轄警察署長に連絡すること。  

なお、この場合、脳死判定後に行われる医師払（昭和23年法  

律第201号）第21条に規定する異状死体の届出は、別途行   
うべきものであること。   

医師は、脳死した者め身体について刑事訴訟法第229条第  
1項の検視その他の犯罪捜査た関する手続が行われるときは、  

捜査機関に対し、必要な協力をするものとすること。   
医師は、当該手続が行われる場合には、その手続が終了した  

旨の連絡を捜査機関から受けた後でなければ、臓器を摘出して  

はならないこと。  

膜移植を行うものとすること。  
2～4 （略）  

5 検視等   

犯罪捜査に関する活動に支障を生ずることなく臓器の移植   

の円滑な実施を図るという観点から、医師は、法第6条第2項   
に係争判定を行おうとする場合であって、当該判定の対象者が  

確実に診断された内因性疾患により脳死状態にあることが明   

らかである者以外の者であるときは、速やかに、当該者に対し  

法に基づく脳死判定を行う旨を所轄警察署長に連絡すること。   

なお、この場合、脳死判定後に行われる医師法（昭和23年法  

律第201号）第21条に規定する異状死体の届出は、別途行   
うべきものであるこ．と。   

医師は、脳死した者の身体について刑事訴訟法（昭和23年  

法律第131号）第229条第1項の検視その他の犯罪捜査に  
関する手続が行われるときは、捜査機関に対し、必要な協力を  
するものとすること。   

医師は、当該手続が行われる場合には、その手続が終了した  

旨の連絡を捜査機関から受けた後でなければ、臓器を摘出して  
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